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2018ফ 7月 31日 
大崎電気工業株式会社 

 
東証 1部 証券コード：6644 

 
2019ফ 3月期 第 1四半期 

連結決算概要 
 
� 売上高は 163億円（ফ期发△△△△10.2%）、営業匏இは 6億円（△△△△49.7%）、 

経ଞ匏இは 7億円（△△△△46.8%）、親会社株主にషര峃る四半期ෞ匏இは 
3億円（△△△△43.3%） 
 

� 国内は、スマートメーター需要は高い匍厜に岬る峬のの、匰ৡ会社に
おける在庫調整が続いたことから減収 

 

� 海外は、今後のスマートメーター需要の高まりに備え、積極的な営業活動
や生産体制の増強等に取り組んだが、オセアニアや新興国からの発注が 
ফ期峲り厮なか峍たことから減収  

  
1. 連結経営成績   
2019ফ 3月期 1Q（2018ফ 4月 1日2018عফ 6月 30日）                  (௲ਐજຽ)               

 18/3期 1Q 19/3期 1Q 
ফ期ૻ 

স額 ૻ૨ 

売上高 18,131 16,274 △1,857 △10.2% 

計測制御機器事業 17,904 15,837 △2,066 △11.5% 

その他 264 473 +208 +78.7% 

調整額 △37 △36 +0 － 

売上匫匏இ 5,186 4,450 △736 △14.2% 

売上ਹஇ૨ 28.6% 27.3%  △1.3pt 

販管費 3,990 3,848 △141 △3.5% 

ଵ費૨ 22.0% 23.6%  +1.6pt 

営業匏இ 1,196 601 △594 △49.7% 

業ਹஇ૨ 6.6% 3.7%  △2.9 pt 

計測制御機器事業 1,227 533 △694 △56.6% 

その他 △33 67 +100 － 

調整額 2 1 △0 △28.6% 

経ଞ匏இ 1,340 713 △627 △46.8% 

親会社株主にషര峃る四半期ෞ匏இ 539 306 △233 △43.3% 

1株当たり四半期ෞਹஇ（） 11.06 6.27 △4.79 △43.3% 

 

2.  地域別売上高                                 
 (௲ਐજຽ)   

（内部売上消去後） 18/3期 1Q  19/3期 1Q 
ফ期ૻ 

স額 ૻ૨ 
日本 13,516 12,761 △755 △5.6% 

海外 4,615 3,513 △1,101 △23.9% 

 オセアニア 2,121 1,257 △863 △40.7% 

 ヨーロッパ 779 961 +181 +23.3% 

 アジア 1,389 1,183 △206 △14.8% 

 その他 325 110 △214 △65.9% 

合計 18,131 16,274 △1,857 △10.2% 
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3. 研究開発、減価償却、設備投資 
(௲ਐજຽ)  

 18/3期 1Q  19/3期 1Q 
ফ期ૻ 19/3期 

通期計画 স額 ૻ૨ 

研究開発費 829 715 △113 △13.7% 3,900 

減価償却費 649 633 △16 △2.5% 3,100 

設備投資額 602 356 △246 △40.9% 2,500 
 

 

4. 2019ফ 3月期 連結業績予想      
 

連結業績予想については、国内のスマートメーター需要は高い水準が続いており、海外では第 2四半期 
よりオーストラリアで、下期からは英国スマートメータープロジェクトや新興国において需要が高峨るとৄ峽
でいることから、2018ফ 5月 9日に発表した業績予想にಌは岬り峨峅峽岞 

 
          (௲ਐજຽ)   

 2Qྸ計 通期 
 18/3期 

実績 
19/3期 
計画 ফ期ૻ 1Q 

ਤ⎃૨ 

18/3期 
実績 

19/3期 
計画 ফ২ૻ 1Q 

ਤ⎃૨ 
売上高 36,550 37,000 +1.2% 44.0% 78,780 86,000 +9.2% 18.9% 

業ਹஇ 2,201 1,600 △27.3% 37.6% 5,544 6,000 +8.2% 10.0% 

৽ଞਹஇ 2,263 1,600 △29.3% 44.6% 5,634 6,000 +6.5% 11.9% 

親会社株主に 
帰属する当期ෞਹஇ 817 600 △26.7% 51.0% 2,666 3,300 +23.8% 9.3% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 本資料記載の連結業績予想は本資料公表日現在の見通しであり、当社としてその実現を約束する趣旨のものでは 

ありません。実際の業績は、様々な要因により、異なる結果となる可能性があります。 


